
平成２０年（ワ）第７７号事件
京都地方裁判所
 　　　　　第２民事部合議３Ｃ係　御 中



　　原告ら　　　開地区自治連合会外１０名



　　被告　　　宇治市
原告ら第６準備書面
　上記当事者間の頭書事件について、原告らは、以下のとおり、準備する。


平成２１年５月８日


　　上記原告ら代理人
弁護士　　湯　　　川　　　二　　　朗
弁護士　　山　　　口　　　　　　　智
第１．本件の給水契約の特殊性
　　　被告は、原告と被告との間の給水契約は一般的給水契約であって、被告には「開浄水場の水」や「地下水」を供給するという法的な義務までは認められないと主張する。しかし、これまで主張してきているとおり、本件給水契約は原告らと被告との間で歴史的に形成されてきた本件特有の特殊な給水契約（以下、「本件給水契約」という。）であって、一般的な給水契約とは全く異なる。

それは以下の点からも明らかである。
　１．市長の要請による同意書の提出
　（１）先の準備書面で詳述したように、昭和４０年代を通じて、簡易水道からの撤退を図る日産車体と、市水道（府営水）への切り替えを主張する被告宇治市と、開簡易水道の存続を求める原告ら地元住民の三者の間での協議が、様々に続けられてきた。

昭和５０年になって、被告宇治市は従来の方針を転換して「将来の水需要の増加に対処するために・・・自己水源を確保」するという方針を取るようになった。

宇治市議会も、市当局の方針変更を承認して「宇治市開町の簡易水道存続に関する嘆願書」を全員一致で採択した。（甲６３）

かかる市当局の方針変更と市議会の承認を受けて、被告宇治市長は精力的に開地下水存続に向けて日産車体との交渉を開始し、市長斡旋案を取りまとめた。

（２）同斡旋案（甲４２）は、以下のようなものであった。

　　①　被告は、当初約５０００万円程度をかけて、「新しい浄水場（＝現在の開浄水場）を建設する。

　　②　水道管の引き込み工事については、開町住民の個人負担とする。

　　③　日産車体（株）は被告が新しい浄水場を建設するための用地として約２００坪の土地を提供する。

（３）宇治市長は、この「三者三様の負担を旨とする市長斡旋案」に基づいて日産車体および地元住民との協議を主導し、その過程で繰り返し、宇治市が日産車体に代わり責任を持って地元住民に地下水を供給し続けることを言明した。
（甲５３、甲５４）

　この経緯に基づき、被告宇治市長は簡易水道受給者である開地区住民に対して、簡易水道から市水道に切り替えるための各戸引込工事を昭和５２年３月末日までに施工することの同意書の提出を要求した。すなわち、被告は、まず市長名で開自治会長宛てに文書を出し、その１０日後に個々の住民宛てに「お願い」文書を出している。しかも、１０月４日付の住民への「お願い」文書は、被告宇治市水道部と開自治会水道対策委員会との協議によって作成された（甲５５-２　甲５５-４）。

被告からのこの要求に応じて、開簡易水道受給者である開地区住民（原告らを含む住民約２３０世帯）は被告に対して同意書を提出した（甲★）。それも、被告の要請を受けて、開自治会が同意書の取りまとめを行うこととなり、自治会内の組単位で同意書を取りまとめて、昭和５１年１０月１９日、開自治会長が被告水道事業管理者・被告市長に対して提出したものである（甲★）。
ところで、通常、給水契約においては、引込工事を行うことの同意書を水道事業者に対して提出することもないし、水道事業者から徴求されることもない。ましてや、自治会単位で日にちを区切って提出を求められることなどあり得ない。
それが開浄水場・開地区に限って求められたのは、被告と開地区住民との間で、被告が開簡易水道に代えて市水道施設として開浄水場を建築し、その水を開地区住民に対して供給するという合意の証であったからである。
　　現に、原告ら開地区住民は、被告より、この同意書がなければ、水道施設切替についての市議会の了解が得られないとの説明を受けている。このように簡易水道受給者（原告らを含む）からの同意書の取りまとめ・提出は、本件給水契約の重要な内容であったのである。
この点のみをとらえても、原告ら住民と被告との間の給水契約は一般的な給水契約とは全く異なった特殊な契約であった。
　

２．市給水条例にはない「工事費予納金の後払い」措置（特殊性）
　　　宇治市水道事業給水条例によれば、給水契約に当たっては、需用者は、給水装置の新設申込時に市に対して加入金を納付しなければならず（１０条）、かつ、給水装置工事費を工事前に予納しなければならない（１５条）。したがって、通常の給水契約においては、「加入金・工事費予納金の納付→工事の許可→給水装置・量水器（メーター）の設置」という流れになる。
　　　しかしながら、開簡易水道受給者についてはそのような順序にはなっておらず、「給水装置・量水器（メーター）の取付け→加入金・予納金の納付」という流れになっている（甲★）。

　　　その違いは、例えば、（甲ア★）と（甲イ★）を見れば明らかである。

　　（甲ア★）は広野町桐生谷の住民（普通の給水契約）であり、他方（甲イ★）は開住民である。（甲ア★）広野町桐生谷の住民の場合は、上記記載の通り、「加入金・工事費予納金の納付」日は、○月○日で、工事許可日は◎月◎日、工事日は翌日の◎月◎日である。それに対し、（甲イ★）開住民の場合は、工事日３月１日で、「加入金・工事費予納金の納付」日、許可日は、工事より後の５月３１日である。順序が逆さまになっている。（原告らが被告宇治市水道部担当者にこの事実を確認したところ、昭和５３年当時であっても、通常では加入金・予納金納付前に工事許可することはありえず、開地区の場合は特殊なケースであるとの説明であった。）ちなみに、開簡易水道受給者についてこのように特殊な取扱いに至ったのは、開自治会と被告宇治市の確認に基づくものであった。（甲５５－４号）　

これはある特定の個人だけの例ではなく、開簡易水道受給者の場合はすべてこのようになっている。（甲イ-１～２０★）

　　また、同じ開地区住民であっても、昭和３８年に宇治市水道（府営山城水―当時の呼び名）に切り替えた１０４世帯住民の場合も、広野町桐生谷住民と同様に、条例通り、納付をしてから工事許可がおり、その後工事をしている。

　　　この特殊性について、平成２１年３月議会予算特別委員会において、桑田宇治市水道事業管理者もこの取り扱いの特殊性は、昭和５０年１１月の三者三様負担合意によるものと答弁している。
３.　組単位の積立金と一斉工事　

　　　給水装置・量水器の取付工事は、開簡易水道受給者に対しては、昭和５３年３月に数者の市許可業者により一斉に行われている。
その理由は、「覚書」（甲１号）により、被告が開簡易水道に代えて市水道施設として開浄水場を建築するための工事を行うために、一旦、市水道（府営水）に切り替えをする必要があったためである。（「覚書」では、被告は日産車体から簡易水道施設の移管を受け、同年４月１日までに簡易水道受給者に給水を行うとされている。）

　　　この工事のために、三者三様負担の合意ののち、開自治会では、市水道に切り替えに必要な納付金（加入金・工事予納金）のために、おおむね昭和５１年１月から５２年１２月まで２年間、組単位で積み立てを行っていた。個々の世帯により工事費等市への納付金額が違うことは分かっていた（配管の長さ、管の口径、加入金の有無等による）が、開自治会が「覚書」を履行するために先導したものである。　
この積立ては、積立金額は組単位により差異はあるものの、毎月ほぼ３０００円が積み立てられている。この金額は、当時では相当な金額であるが、開地区住民は日産車体、被告宇治市との合意に基づく住民負担を履行するために行った。

　　　この事実は、開住民の当時の家計簿からも裏付けることができる（甲ウ★）。この家計簿から明らかなように、自治会費の徴収時に合わせて積立金も徴収されている。

　　　以上のように、開住民と被告との間の給水契約は、それぞれが同意した三者三様負担と不可分の特殊な給水契約である。

　　　
第２．結語
　　　以上のとおり、開簡易水道受給者（原告らを含む）と被告の本件給水契約は、被告宇治市長から同意書の徴求が求められ、自治会は組単位で同意書を集め、加入金・予納金の納付前に給水装置・量水器の取付工事が行われるなど、市水道事業給水条例とは異なる（条例の規定を無視した）取扱いがなされた、一般の給水契約とは異なる特殊な契約であった。給水契約の締結のあり方のこの特殊性は、給水契約の内容の特殊性、すなわち開簡易水道の給水に代えて開浄水場を建設してその水を供給する（すなわち、一般的な水ではなく、「開浄水場の水」「地下水」を供給する）という契約内容に対応したものであったのである。被告のように一般の給水契約を前提として主張を行うことは、本件契約の特殊性を全く考慮しておらず、失当である。
以　上
　　　
資料追加

甲５５－２　同意書提出のお願い　市長から自治会宛

甲５５－３　同意書　自治会長から市長宛　住民同意書添付

甲５５－４　昭和５１年建設水道常任委員会議事録

（住民同意書、給水工事申込書は、先日打ち合わせ時に手渡し済み）
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